
八千代町（やちよまち）

＜行政組織＞

①三役(H16.5.1 現在)
おおくぼ まもる

大久保 司長
（66 歳）

任期
H15.2.9～

Ｈ19.2.8

助役 川 田 晴 夫 収入役 湯 本 充 一

②議会(H16.5.1 現在)

議長 稲葉 常美 副議長 猪瀬 正一

任期 H19.12.10 定数 18 名 現議員数 18 名

党派別 自民 1 公明 1 無 16

③職員数（H15.4.1 現在） （人）

普通会計関係全職員数

うち一般行政関係

公益事業

会計関係

199 170 134 29

一般行政職の

平均給料月額
311,851 円

ラスパイレス

指数
93.9

H12.4.1 H13.4.1 H14.4.1全職員数

の推移 200 198 200

④機構図(H16.4.1 現在)

<町長>－<助役>

秘 書 課－秘書公聴係、企画係、広報係、ＯＡシステム係、

コミュニティ係

総 務 課－庶務係、財政係、管財係、防災係、研修班

税 務 課－収納管理係、資産税係、住民税係

町 民 課－住民係、年金係、戸籍係

福祉保険課－社会福祉係、医療福祉係、国保係、介護保険係

保健センター－生活係、保健係、環境係

産 業 課－農林係、農村整備係、畜産園芸係、商工労働係

耕 地 課－土地改良計画係、土地改良整備係

建 設 課－管理係、工務係、用地係

都市計画課－都市計画係、区画整理係、換地補償係

下 水 道 課－業務係、工務係、農集排係

<収 入 役 >－会計室

<水道事業管理者>－水道課

<教育長>－教育次長

学校教育課－庶務係、学務係

生涯学習課－社会教育係、文化係、公民館係

社会体育課－体育振興係、体育施設係

図 書 館

給食センター－給食係

<議会>

議会事務局

<行政委員会>

選挙管理委員会事務局、監査委員事務局、農業委員会事務局

＜概要＞

①沿革

昭和 30 年 1月 1 日 合体 西豊田村 安静村 中結城村

下結城村 川西村

昭和 30 年 6月 5 日 編入 三和村大字成田

昭和 47 年 2月 1 日 町制施行

②地勢・風土等

県西南部に位置し、地勢は概ね平坦で地味も肥沃、町の

東部に広がる美田から米穀類の産出は豊富である。また、北

西部地帯は果樹園芸適地として知られ、南西部はそ菜園芸

が極めて盛んで、京浜の大消費地をひかえて、ますます飛躍

発展が期待されている。また、21 世紀のまちづくりを積極的

に進めるために、町民と行政のパートナーシップのもと「八千

代町第 4 次総合計画」を策定し、「共生大地に 人が輝き 躍

動するまち 八千代」の実現を目指している。

③人口・世帯数

国勢調査

H2 H7 H12

常住人口

（H16.4.1）

男 12,077 12,516 12,157 12,169

女 12,274 12,492 12,195 12,024
人

口

(人) 合計 24,351 25,008 24,352 24,193

世帯数 5,420 5,903 6,066 6,411

④有権者数（H15.12.2 現在） ⑤老齢人口割合（H12 国勢調査）

男 女 計 老齢人口割合有権者数

（人） 9,686 9,737 19,423 19.8％

＜産業・経済＞

①生産・所得（平成 12 年度）

市町村内総生産 681 億円 就業者 1人当たり 6,909 千円

住民所得 594 億円 人口 1 人当たり 2,441 千円

②産業構造 （百万円･人）

区分 総生産額(H12 年度) 就業人口(H12 国調)

第 1 次 6,391 9.2％ 2,610 20.4％

第 2 次 27,477 39.6％ 5,281 41.2％

第 3 次 35,499 51.2％ 4,915 38.4％

総額・総数 69,368 ― 12,813 ―

③農業・工業・商業 （人･百万円）

農家数 農業就業人口
農業産出額

(H14.1.1～H14.12.31)農業

（H12.2.1）
2,289 3,314 12,970

事業所数 従業者数
製造品出荷額等
(H14.1.1～H14.12.31)

製造業

(H14.12.31)
64 1,595 46,867

商店数 従業者数
年間販売額

(H13.4.1～H14.3.31)卸・小売業

(H14.6.1)
263 1,194 26,077

④特産物

白菜、メロン、梨

地域指定 一部事務組合加入事業 公営企業<住所>300-3592 結城郡八千代町菅谷 1170

<Tel> 0296-48-1111 <Fax> 0296-48-0161
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ロゴマーク

類型 6-2 ｺｰﾄﾞ番号 085219 面積 59.10k ㎡

消防救急、ゴミ処理、

火葬場、し尿処理

上水道、下水道、

農業集落排水



<財政状況>

①決算収支 （千円・％）

年度 H13 決算 H14 決算 増減率

歳 入 7,764,948 8,157,422 5.1

歳 出 7,389,659 7,712,654 -4.2

形式収支 375,289 444,768 ―

実質収支 284,423 286,873 ―

単年度収支 -58,433 2,450 ―

実質単年度収支 47,067 56,676 ―

②主な歳入・歳出（平成 14 年度） （百万円・％）

区分 決算額 構成比 増減額 増減率

歳 入 8,157 ― -625 -7.5

地方税 2,133 26.1 -27 -1.3

地方交付税 2,662 32.6 -49 -1.7

国庫支出金 491 6.0 -77 -15.2

地方債 605 7.4 239 116.2

うち臨財債費 257 3.2 ― ―

その他 2,267 27.8 ― ―

歳 出 7,713 ― -620 -7.7

義務的経費 2,737 35.5 0 0

人件費 1,389 18.0 -54 -3.7

扶助費 640 8.3 73 13.6

公債費 708 9.2 86 15.6

投資的経費 1,754 22.7 ― ―

普通建設事業費 1,754 22.7 -804 -36.8

うち補助 288 3.7 -22 -9.9

うち単独 1,395 18.1 -689 -38.8

その他の経費 3,222 41.8 ― ―

③主要指標（平成 14 年度）

区分 指数等

基準財政収入額（H15） 1,955 百万円

基準財政需要額（H15） 4,292 百万円

標準税収入額等（H15） 2,542 百万円

標準財政規模（H15） 4,871 百万円

財政力指数（H13～15） 0.448

経常収支比率 80.1 ％

公債費負担比率 11.1 ％

起債制限比率（3 ヶ年平均） 7.0 ％

税の徴収率（過年） 12.4

税の徴収率（現年） 98.1

税の徴収率（合計） 92.1
④将来にわたる財政負担（平成 14 年度） (単位：千円，％）

現在高 比率

地方債現在高（A） 5,116,172 98.1

債務負担行為による

翌年度支出予定額（B） 1,358,658 －

実質債務残高(C=A+B) 6,474,830 124.1

積立金現在高（D） 3,374,840 64.7

将来にわたる財政負担（E=C-D） 3,099,990 59.4

⑤市町村税の状況（平成14年度） （千円・％）

区分 調定額 収入額 徴収率

722,714 670,550市町村民税

（構成比） （31.2） （31.4）
92.8

1,373,380 1,245,883固定資産税

（構成比） （59.3） （58.4）
90.7

219,290 216,245その他の税

（構成比） （9.5） （10.2）
98.6

合計 2,315,384 2,132,678 92.1

＜公共施設整備状況＞（平成 14 年度）

小学校 5 校 老人福祉施設 0 ヶ所

中学校 2 校 病院・診療所 13 ヶ所

幼稚園 4 園 道路改良率 13.8％

保育所 5 ヶ所 道路舗装率 67.8％

図書館 1 ヶ所 ごみ焼却処理率 34.4％

公営住宅 0 戸 し尿衛生処理率 100.0％

1 人当たり公園面積 7 ㎡ 上水道等普及率 81.1％

公民館等 1 ヶ所 排水等処理率 33.4％

体育館 2 ヶ所

プール 1 ヶ所

施設充足率（公私

立幼稚園保育所）
145.9％

＜主要施策等＞

①主要施策実施状況 （百万円）

名 称
期

間
内 容

概 算

事業費

庁舎建設事業

Ｈ16

～

Ｈ17

役場庁舎建設事業

鉄骨造り 4 階建
2,100

下結城地区公園

整備
Ｈ16

地区公園の整備

多目的広場、休養施設等
153

防災行政無線施

設
Ｈ16 防災行政無線施設の整備 211

1－8号線道路整

備事業

H11

～

H25

用地買収、

物件補償、

道路改良工事
1,446

体育センター内

部改修事業
Ｈ16 内部改修、床整備、証明設備等 176

中結城小学校

校舎耐震補強

大規模工事

H14

～

H16

義務教育施設整備 432

②今後の主要課題・特色ある行政等

<主要課題>

・自然と共生した生活環境の整備

・活力ある地域産業の振興

・次世代を担う人材の育成

・少子高齢化社会への対応

・町民と行政のパートナーシップづくり

<特色ある行政>

・コミュニティ活動の推進


